
① 医療・健診・介護情報を活用したデータ分析、健康課題
の把握、明確化

② データ分析に基づき、PDCAサイクルに 沿った
効果的効率的な保健事業の実施及び評価

③ 健康格差の縮小、健康寿命の延伸

Plan （計画）

・データ分析に基づく事業の立案
●国保の現状
●健康、医療情報の分析、分析結
果に基づく健康課題
●健康課題に基づく目標等の設定

Do （実施）

・中長期、短期目標に
よる事業の実施

Check （評価）

・データ分析に基づく効果
測定･評価

Act （改善）

・次サイクルに向けて
修正

岡谷市国民健康保険 第３期保健事業実施計画（データヘルス計画）・第４期特定健康診査等実施計画の概要

１．計画の基本的事項 ２．岡谷市国保の現状
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(単位：人)

▲国保加入者は減少が続いており、年齢階層からも、
今後もしばらく減少が見込まれています。

市町村は健康･医療情報を活用してPDCAサイクルに沿っ
た効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るための保健事
業の実施計画を策定した上で、保健事業の実施及び評価を
行うこと。｣と定められました。全ての保険者にデータヘル
ス計画の策定が求められ、効果的･効率的な保健事業の実施
に向けて、標準化の取り組みの推進や評価指標の設定の推
進が進められています。

▷要介護認定者の疾病別有病率は主要疾患の全てにお
いて県、国を上回っています。

３．医療費の現状

▲令和２年度は新型コロナ感染症の影響により減少しました。また被保険者数
の減少により、医療費総額は減少しています。
▲一人当たりの医療費は横ばい～増加傾向です。

▲医療費全体に占める生活習慣病の割合は、平成30年度から減少しました。
▲医療費全体に占める糖尿病と腎不全の医療費の割合は4％を超えています。

策定の目的と計画の位置付け

令和６年度から６年間計画の期間



▲糖尿病、脂質異常症、高血圧性疾患の３疾患の合計割
合は55.6％です。
▲医療費は糖尿病と腎不全で49.8％を占めています。

▲有病率は高血圧性疾患（29.9％）、糖尿病（27.9％）、脂
質異常症（25.1％）の順で高くなっています。
▲一人当たりの医療費が高く、有病率も高い（3.2％）には腎
不全であり、生活習慣病の医療費への影響が大きいと言えます。

４．特定健診・特定保健指導の現状

▲令和２年度は新型コロナ感染症の影響により、落ち込みましたが、
受診率は上昇しています。

▲保健指導実施率（保健指導終了者の割合）は減少傾向です。

▲人口透析の患者数は増加傾向です。
▲新規の患者も毎年発生しています。

▲糖尿病の危険が高まるHbA1cｎ有所見者は、男女とも50％前後
に見られます。

５．その他の保健事業の現状

▲ジェネリック医薬品は年々普及率が高くなっています。

３．医療費の現状

▲令和２年度は新型コロナ感染症の影響による受診控えで減少した
が、全体として増加傾向です。

重複服薬とは…ひと月に同系の医薬品を複数の医療機関に

処方され一定以上の処方日数がある



（設定指標）対象者への指導実施率、被保険者１万人当たりの人数

（設定指標）特定保健指導実施率、特定保健指導対象者の減少率

①特定健診の要精検該当者に医療機関への受診勧奨と生活習慣の
改善を促す保健指導を実施する。
②糖尿病で医療機関へ受診中の対象者は運動療法教室を勧奨する。
（設定指標）精密検査対象者の医療機関受診率、新規透析患者数

①特定保健指導判定の該当者に対して結果説明会を実施する。
②保健指導レベルに応じた支援を実施する。
（設定指標）特定保健指導実施率、特定保健指導対象者の減少率

①受診率向上対策として受診勧奨事業を実施する。
②メタボリックシンドロームの早期発見により、生活習慣病予防
を図ります。
（設定指標）特定健診受診率、若年層受診率

６．第２期計画の評価

前期計画の設定指標による評価

短期指標
指標 H28年度 R4年度 評価

特定健診受診率 37.0% 40.0% 改善

特定保健指導実施率 54.1% 45.7% 悪化

糖尿病性腎症重症化予防事業の指導対

象者の医療機関受診率
91.4% 97.4% 改善

健診で異常値となった方の医療機関受

診率
58.6% 50.5% 悪化

ジェネリック医薬品の普及率 69.10% 82.4% 改善

中長期指標
指標 H28年度 R4年度 評価

糖尿病性腎症重症化予防事業の指導完

了者の検査値改善率
58.3% 60.0% 改善

新規透析患者の減少 ４人 ７人 悪化

健診異常値放置者の減少率（前年比）
21.4％

減少

12.5％

増加
悪化

保健指導完了者のうち①体重②腹囲が

減少した者の割合の増加

①58.3％

②25.0％

①66.7％

②41.7％
改善

重複受診者数（1万人当たり）
38.6人

（H30）
31.3人 改善

頻回受診者数（1万人当たり）
86.4人

（H30）
62.6人 改善

重複服薬者数（1万人当たり）
175.9人

（H30）
217.9人 悪化

前期計画で実施した保健事業の評価

事業名 事業評価

特定健康診査事業
改善

している

特定保健指導事業
悪化

している

糖尿病性腎症重症化予防事業 横ばい

異常値放置者受診勧奨事業
悪化

している

ジェネリック医薬品差額通知事業 目標達成

受診行動適正化指導事業
評価

できない

７．第３期における主な保健事業計画

分析から抽出した健康課題

●特定健診の受診率は県平均を下回る。
●若年層（40～59歳）の受診率は全ての年代で県を下回る。
●生活習慣病の有病率は50代後半から急増する。健診受診に
よる早めの把握が必要である。

課題解決のための目標設定

生活習慣・健康状態
の把握

特定健康診査事業

主な実施事業

●特定保健指導実施率は県平均を下回る。
●生活習慣病の医療費は、糖尿病、脂質異常症、高血圧性疾
患で55.6％を占める。
●腎不全は一人当たりの医療費は高額であり、有病率も高い。
●糖尿病と腎不全の医療費は49.8％を占める。生活習慣病、
糖尿病に起因する人口透析患者が多い。

生活習慣病の発症
予防と重症化予防

特定保健指導事業

糖尿病重症化予防事業

●健診異常値で受診勧奨後、医療機関を受診した方は50％程
度に留まる。
●医療機関への過度な受診行動が一定数見られる。

医療機関への早期
受診・適正受診

異常値放置者受診勧奨事業

適正受診・適正服薬促進事業


